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（医療費の動向と将来の見通し） 

 ○ 都道府県全体の国民健康保険における医療費の動向や、市町村ごとの保険料水準、財政状況の現況などのほ

か、将来の国民健康保険財政の見通しについても記載する。 

  ※ 医療費適正化計画においては、医療に要する費用の見込みを定めることとしており、その推計方法を参考とすることも考えられる。 

（財政収支の改善に係る基本的な考え方） 

 ○ 国保財政を安定的に運営していくためには、国民健康保険特別会計の収支が均衡していることが重要。 

 ○ 市町村の国民健康保険特別会計において、解消又は削減すべき対象としての法定外の一般会計繰り入れとは、

法定外の一般会計繰入のうち①決算補填等を目的としたものを指すものであり、②保健事業に係る費用について

の繰入れなどの決算補填等目的以外のものは、解消・削減すべきとは言えないものである。 

 ○ 都道府県特別会計においては、必要以上に黒字幅や繰越金を確保することのないよう、市町村の財政状況をよ

く見極めた上で、バランスよく財政運営を行っていく必要があることに留意。 

（赤字解消・削減の取組、目標年次等） 

 ○ 決算補填等を目的とする一般会計繰入や前年度繰上充用について、収納率の向上や医療費適正化の取組にあ

わせ、計画的・段階的な解消が図られるよう、実効性のある取組を定めること。 

 ○ 赤字市町村については、赤字についての要因分析、必要な対策の整理を行うこと。これを踏まえ、都道府県は、

市町村ごとの赤字の解消又は削減の目標年次及び赤字解消に向けた取組を定めること。 

   ※赤字の解消又は削減は、原則として赤字発生年度の翌年度に解消を図ることが望ましいが、単年度での赤字の解消が困難な場合

は、例えば、５年度以内の計画を策定し、段階的に赤字を削減し、できる限り赤字を解消するよう努めるものとするなど、市町村の実態

を踏まえて、その目標を定めること。 
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国保運営方針 （１）国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

国保財政の健全化 



①決算補填等目的 

 a)保険者判断によらないもの 

 ○単年度の決算補填のため 

 ○累積赤字補填のため 

 ○医療費の増加 

 ○後期高齢者支援金 

 ○公債費、借入金利息 

 

    

①決算補填等目的 

   b)保険者判断によるもの 

 ○保険料の負担緩和を図るため 

 ○任意給付に充てるため 

 

 

②決算補填等以外の目的 

 ○保険料の減免額に充てるため 

 ○地方独自事業の波及増補填等 

 ○保健事業費に充てるため 

 ○直営診療施設に充てるため 

 ○基金積立 

 ○返済金 

 ○その他 

解消及び削減すべき法定外の一般会計繰入の範囲（現在国で検討中のもの） 

年度途中に医療費増や保険料収納不足が発生するため
に、決算補填のための繰入を実施 

保険料水準の引き下げのために一般会計繰入を実施 

納付金・保険給付費等交付金の仕組み導入や財政安定
化基金の創設により、年度中の財政は安定化し繰入の
必要性は大幅に減少 

都道府県が、標準保険料率を示すことにより保険料を見
える化。あるべき保険料水準やその要因の把握等も踏ま
え、法定外繰入の計画的・段階的な解消・削減を実施 

個別の保険料減免や地方単独事業の波及増補てんのた
めに一般会計繰入を実施 

個別の保険料減免や地方単独事業の波及増補てんのた
めの一般会計繰入は、「決算補填等以外の目的」と整理 

国保改革施行後の赤字解消に向けた道筋（国説明資料） 

赤字の主な要因 解消に向けた道筋 

今後、運営方針の検討にあたって、法定外繰入の分類項目の定義を明確にした上で、各項目について、上記①
又は②のいずれに該当するか整理する必要がある。 
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高知県市町村国保財政の状況（平成27年度決算速報値） 
※現在平成27年度年報の精査中であり、今後修正されることがある。 
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前期高齢者

定率国庫負担 交付金

（療養給付費等負担金）

３２％

（15,868百万円）

５０％ ５０％

一般被保険者分保険料(税)

（15,971百万円）

財政調整基金繰入金・前年度
繰越金（896百万円）

退職被保険
者分保険
料・税

（977百万
円）

特定健康診査等負担分

その他収入（1,974百万円）

収支差引額（△1,278百万円）

医療給付費等総額：88,495百万円
（保険財政共同安定化事業分、高額医療費共同事業費分除く。前年度繰上充用金含む）

法定外一般会計繰入等
（1,354百万円）

療養給付費
等交付金
（3,544百
万円）

※退職被保険者

分

一般分保険給付費
65,358百万円

財政安定化支援事業
（1,393百万円)

後期高齢者支援金
10,786百万円

介護納付金
4,199百万円

（26,578百万円）

保険財政共同安定化事業
○市町村国保間の保険料の平準化や

財政の安定化を図るため、各市町村

からの拠出金を財源として、都道府

県単位で費用負担を調整(※H27年度

から1円以上の医療費が対象)

高額医療費共同事業負担金

（1,210百万円）

市町村への地方財政措置

保険者支援分
・平成27年度全国枠1,700億円拡充

・高知県 H26年度 721百万円

H27年度 1,758百万円

増額 1,037百万円

都道府県調整交付金

９％（4,371百万円）

調整交付金(国)

９％(高知県15%)

（7,686百万円）

保険者支援分（1,758百万円）

保険料軽減分（3,430百万円）

保険財政共同

安定化事業

（30年度以降廃止）

（保険料） （公費）

特定健康診査等負担金
208百万円

前期高齢者交付金
○国保・被用者保険の65歳から74歳の前期高

齢者の加入割合の偏在による保険者間の財政

の不均衡を、各保険者の前期高齢者の加入者

割合により調整

調整交付金（国）

平成30年度以降、全国で

700～800億円拡充予定

◇収支差引額

前年度繰上充用金（1,337百万円）を

除くと ＋59百万円

保険基盤安定繰入金


